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第１章 総則 

 

１ 適用 

この仕様書は、令和７年８月７日公告の岡山県（以下「本県」という。）が実施する旭川第一発 

電所など水力発電所１２か所の電力売却に適用する。 
 
２ 電力の売却及び契約対象となる発電所 

次表に記載する旭川第一発電所など水力発電所１２か所（以下「本発電所」という。） 

発電所名 所在地 
発電所 

型式 

最大出力 

（kW） 
運転特性 

旭川第一発電所 岡山市北区建部町鶴田９１９－１ ダム式 18,700 ピーク 

旭川第二発電所 岡山市北区建部町品田６４２－１ ダム水路式 3,700 連 続 

新見発電所 新見市金谷６９ ダム水路式 10,900 ピーク 

加茂発電所 津山市加茂町塔中２４１－６ ダム水路式 14,000 ピーク 

滝ノ谷発電所 津山市加茂町黒木６４４－３ 水路式 120 連 続 

梶並発電所 美作市久賀２１７０－２ 水路式 180 連 続 

寄水発電所 真庭市田口１２９９－２ 水路式 1,500 連 続 

津川発電所 津山市奥津川８７８－２ ダム式 360 連 続 

大町発電所 苫田郡鏡野町大町８５６－１ 水路式 1,200 連 続 

千屋発電所 新見市坂本１７１７－４ ダム式 3,000 連 続 

真加子発電所 真庭市蒜山真加子５７－２ 水路式 1,200 連 続 

苫田発電所 苫田郡鏡野町久田下原１５３６ ダム式 4,600 連 続 

  

３ 受給期間  

令和８年４月１日０時から令和１０年３月３１日２４時まで 

  ただし、大町発電所は、「再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成23

年法律第108号）」に基づき、再生可能エネルギー発電事業計画の認定をされた発電所であり、

受給期間中に予定している更新工事の終了後、本県と一般送配電事業者が、電力受給契約を締結

する場合、同発電所について受給期間を変更するものとする。 

 

４ 受給電力量 

本県は、本発電所の発電電力から、本県が使用する所内消費電力等を除く全ての電力（以下「 

受給電力」という。）を買受人に供給し、買受人はこれを全量購入するものとする。 

（１）予定売却電力量   

平成２７年度から令和６年度までの受給電力量実績に基づき算定した予定売却電力量は「別

紙１」のとおり 

なお、本発電所は水力により発電を行うため、気象状況等により受給電力量が変動することか

ら、実際の売却に当たっては、予定売却電力量を保証するものではない。 

また、受給電力量が予定売却電力量と比較して増減する場合でも、買受人はその全量を購入す 

るものとする。 

（２）過去１０年分の受給電力量実績 

平成２７年度から令和６年度までの月別受給電力量実績は「別紙２」のとおり 

（３）令和６年度の１時間ごと発電所別受給電力量実績 

入札参加資格の事前審査に合格した者に提示する。 

なお、発電所ごとの発電パターン等特性についてはこれを参考とすること。 

（４）受給電力量の計量 
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受給電力量の計量は、計量法（平成４年法律第５１号）の規定に従った電力量計（取引用電力 

量計及びその他計量に必要な付属装置及び区分装置をいう。以下同じ。）により行うものとする。 

なお、受給電力量に１キロワット時未満の端数があるときは、小数第１位を四捨五入するも 

のとする。 

また、法令等の規定により又は本県の事情により、電力量計を取り替える場合、又は電力

量計の取付位置を変更する場合、これに要する費用は本県が負担するが、買受人の事情によ

る場合、これに要する費用は買受人が負担する。 

（５）受給電力量の計量の期間  

毎月１日の０時から同月末日の２４時まで 
 
５ 発電見込みの通知 

 本県は、原則として、発電所ごとの発電予想電力（以下「発電見込み」という。）を前日の12 

時頃（協議により定める）までに買受人へ通知する。 

本県は発電見込みの通知以降においても、気象状況等により発電見込みを変更できるものとす

るが、買受人の都合による変更は行わない。 

発電見込みの具体的な通知内容等は、本県と買受人との協議により定めるものとする。 

なお、発電機出力は河川流量により増減するため、発電見込みと実績値とは相違することがあ 

る。 

  

６ 発電停止及びその通知 
本県は、本発電所設備の点検、工事等や、一般送配電事業者等各機関からの要請による発電停 

止（以下「停電作業等」という。）ができるものとする。なお、受給期間における停電作業等の
予定は「別紙３」のとおり 
停電作業等に関して、本県は発電停止期間を原則として買受人へ事前に通知することとし、可 

能な範囲において、発電停止時間の縮減に努めるものとする。 
なお、緊急措置として次に掲げる事由で発電停止する場合があり、その際発電停止期間の通知 

は事後に行うものとする。 
（１）本発電所の施設、設備の故障等 
（２）河川の流量の変動 
（３）送電線、配電線の故障 
（４）河川内事故の発生など、警察、消防、河川・ダム管理者等の要請 
（５）一般送配電事業者の指示等に基づく発電停止又は出力変更 
（６）その他必要な理由があると認められるとき 

また、発電停止期間の通知に係る具体的な内容及びその時期については本県と買受人との協議
の上、決定する。 
 

第２章 電力量料金 

 

１ 電力量料金の算定 

買受人が本県に支払う毎月の電力量料金は、次の（１）から（２）までに定める算定方法により 

算定した金額とする。 

（１）毎月の電力量料金の算定方法は、当該月の受給電力量に電力量料金単価を乗じた金額に、消費

税及び地方消費税（以下「消費税相当額」という。）を加えて得た金額（当該金額に１円未満の

端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）と、一般送配電事業者の託送供給

約款により、本県に課せられる系統連系受電サービス料金、延滞利息及び契約超過金（以下「発

電側課金」という）に相当する額を合わせた額とする。 

（２）消費税相当額とは、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により課される消費税及び

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定により課される地方消費税に相当する金額の合算

額をいう。 
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２ 電力量料金の支払 

本県は、上記１（電力量料金の算定）により算定された電力量料金を、翌月１５日までに買受人

に対し請求関係書類をもって請求し、買受人は、同月２５日（以下「支払期日」という。）までに、

本県に支払うものとする。 

支払期日が岡山県の休日を定める条例（平成元年岡山県条例第２号）第１条に規定する県の休日

（以下「休日」という。）に当たるときは、休日の翌日を支払期日とする。 

 
第３章 その他 
 
１ 託送供給等の契約 

買受人は、買受人の負担及び責任において、一般送配電事業者との託送供給等約款に基づく発電

量調整供給契約等の必要な手続きを速やかに行うものとする。 

また、本県に対し、買受人と一般送配電事業者との契約書等の写しを、受給期間の初日までに提

出するものとする。 

発電量調整供給契約に伴い、本発電所は、この仕様書の範囲内において、買受人が指定する発電

バランシンググループに所属するが、電力広域的運営推進機関への発電計画等の提出は、買受人の

責任において原則買受人が行うものとする。 

なお、発電バランシンググループ所属に要する費用が生じた場合は、買受人の負担とする。 

また、本県が第１章の５（発電見込みの通知）に基づき通知した発電見込みと発電実績値の間に 

差分が発生した場合であっても、本県はインバランス料金を負担しないため、インバランス料金等

発電バランシンググループに関連する費用が生じた場合は買受人が負担する。 

（１）受給電力量の遠隔計量 

買受人の負担により、本発電所内に新たに設備等を設置して、受給電力量の遠隔計量を行う場 

合は、事前に一般送配電事業者と協議して実現の可否を確認することとし、協議の結果、実施す 

ることとなった場合は、併せて本県の承諾を受けること。ただし、受給期間満了後又は契約解除

後は、速やかに設置した設備等の撤去及び原状回復を行うものとし、設置及び撤去等に係る費用

は全て買受人の負担とする。 

なお、責任分界点及び保守分界点は一般送配電事業者と協議の上、決定し、本県に通知するこ 

と。 

（２）受給期間満了時又は契約解除時における引継事務 

買受人は、受給期間が満了し又は契約解除があった場合には、次に本県と受給契約を締結する 

者と協力して、託送供給等約款における必要な事務を遅滞なく行うものとする。 

 

２ 非化石価値の取扱い 

本発電所の売却する電力には、非化石価値を含むものとする。ただし、環境価値等に関する法令

の改正などにより必要が生じた場合は、本県及び買受人で協議するものとする。 

 

３ 容量市場の取扱い 

（１）容量市場における収入の取扱い 

本県と電力広域的運営推進機関が締結した容量確保契約により本県が得る収入については、 

この受給契約による収入との精算は行わない。 

（２）容量市場に係る本県の対応業務への協力 

買受人は、電力広域的運営推進機関と本県との容量確保契約に基づき、本県に課されるリク 

ワイアメント及びアセスメントについて理解し、誠実に運用及び業務への協力を行うこと。 

（３）実受給期間中の経済的ペナルティ 

買受人の責めに帰すべき事由により、本県が経済的ペナルティを受けることとなる場合は、 

買受人が負担するものとする。 
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なお、その額については買受人と本県で協議するものとする。 

 

４ 発電側課金 

買受人は、本発電所を有する本県に対して、一般送配電事業者より請求される発電側課金と

同額を発電側課金相当額として支払うものとする。その他具体的な精算に関する事項は、本県

と買受人との協議により決定する。 

 
５ 記録 

本県及び買受人は、受給電力量等この契約の履行に関して記録されたデータについて、必要に

より協議の上その写しを送付するものとする。  

 

６ 守秘義務 

（１）契約履行上知り得た機密 

本県及び買受人は、契約履行上知り得た相手方の機密を第三者に漏らしてはならない。 

このことは、受給期間満了後又は契約解除後においても同様とする。ただし、本県が決算報

告等のため、電力量や収入等を開示するなど地方公営企業として運営上必要がある場合は、こ

の限りではない。 

（２）契約図書等の取扱い 

買受人は、契約図書及び関係図書をこの契約の履行以外の目的で第三者に使用させ、又はそ 

の内容を伝達してはならない。ただし、あらかじめ本県の承諾を得た場合はこの限りではない。 

  

７ 法令等の遵守 

買受人は、この契約の履行に当たって、関連する諸法令や技術要件等を遵守するものとする。 

  
８ 運用申合せ書の作成 

電力の受給に関する運用については、本県及び買受人は双方協議して定めるものとし、運用申合 

せ書を作成するものとする。 

 

９ 連携事業の協議 

  本県及び買受人は、ＨＰへの掲載や、本発電所の非化石価値を生かした電力メニュ―等、この 

契約に関連した取組について双方合意する場合は実施することができるものとする。 

 

１０ 疑義の決定等 

本仕様書に疑義が生じた際には、本県及び買受人は双方協議し、定めるものとする。 
 
 

以上 


